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文責: 吉原裕樹

　私たちは、次のことを論証します。すなわち、①女性生徒A、B、Cのスカーフ着用は信教の自由による保障を受ける。②本件においては、生徒の信教の自由と、公教育の中立性は衝突しない。③校長Dの処分は生徒の信教の自由を不当に侵害している。よって、④校長の処分はその裁量権を逸脱している。

①生徒らのスカーフ着用が信教の自由による保障を受けることについて論証します。

憲法20条1項前段の信教の自由は、信仰の自由・宗教的行為の自由・宗教的結社の自由を含むと考えるべきです。条文については、資料1　参照条文を見てください。信仰の自由とは、宗教を信仰し、または信仰しないこと、信仰する宗教を選択することについて、個人が任意に決定する自由です。この、外部行為を伴わない信仰の自由を侵すことは絶対に許されません。一方宗教的行為の自由とは、信仰に関して、個人が単独で、または他の者と共同して、宗教上の祝典、儀式、行事その他布教などを任意に行う自由です。宗教的行為の自由も、それへの制約が信仰の自由を事実上侵すおそれがあるほどに、信仰の自由と密接に関連づいています。このため、安全・秩序・道徳という一般原則からの安易な規制は許されるものではありません。

さて、本件における生徒のスカーフ着用は、イスラームの宗教的戒律に従おうとするものです。イスラーム教の聖典クルアーンの記述について、資料2　クルアーンからの抜粋を参照してください。

本件生徒らにとって、スカーフ着用という行為は、宗教において非常に重要視される聖典の記述に従うものであり、まさにイスラーム教信仰の核心部分に密接に関わっている行為と言えます。このため、生徒らのスカーフ着用行為は、宗教的行為の自由による保護を受けるものと考えなければなりません。
②本件においては、信教の自由と公教育の中立性は衝突しないことを論証します。公教育の中立性は、憲法20条1項後段と同条3項に規定される政教分離の一つの要素です。

　《一にして不可分の共和国》というフランスの伝統的なモデルに即して考えると、公教育の場など公的空間では、政教分離によって宗教が排除されることが望ましい、とされてきました。このため、本件のような、信教の自由による保護を受けるはずのイスラームのスカーフは、政教分離によって公的空間から排除されていました。この意味で、《一にして不可分の共和国》というモデルの下では、個人の信教の自由と公教育の中立性は対立するものであった、と言えます。しかし、現代の日本においては、公的空間とりわけ公教育の場では、個人の信教の自由と公教育の中立性はもはや対立するものではなくなっている、と考えなければなりません。

厳格な政教分離の立場をとると、無宗教者の、宗教を信仰しない自由は確保されやすいでしょう。しかし、厳格な政教分離を貫徹させると、宗教的少数者が社会において宗教者として行動すること、例えば公道、公の道路上で布教を行うことは、ますます困難になります。このように、厳格な政教分離を貫徹させようとすると、宗教的少数者の、信教の自由などの権利はますます害されることになるのです。一方現代の日本においては、国内への移民の増加と国際化、多文化化が進み、宗教的少数者も増大しています。資料3　外国人入国者数・日本人出国者数の推移からは、外国人入国者数がこの20年ほどで3倍以上になっていることが分かります。外国からの移民が増加することによって、日本国内で信仰される宗教が増加すると想定することは、不自然ではないでしょう。このような宗教的少数者の増加によって、政教分離に対する新たな問題提起がなされるということもまた、想像に難くないでしょう。

さて、宗教的少数者の信教の自由を確保するためには、政教分離原則は《一にして不可分の共和国》モデルにおけるような厳格なものであってはなりません。そうではなく、政教分離は多様性あるいは多元性を確保するようなものでなければなりません。政教分離が意味するのは、ある特定の宗教に対する禁止ではなく、宗教が多様に存在すること、あるいは国家の、少数者の宗教に対する寛容であると考えるべきです。そして、国家が特定の宗教にコミットすることは避けつつも、どの宗教を信仰する人にも実質的に信教の自由が確保されるよう、宗教を私的空間に押し込めるのではなく、時には公的空間にも現れる機会を与えるものでなければなりません。

このような政教分離の捉え方は、そもそもの政教分離の意義にも適合的です。戦前においては、政府はいわゆる国家神道に国教的地位を与え、それ以外の宗教、例えばキリスト教や大本教を厳しく弾圧しました。その結果、憲法で保障された信教の自由は、実現が根本的に妨げられました。第二次大戦後、連合国軍総司令部による、いわゆる国教分離の指令を通じて政教分離が実現されましたが、その根本的な目的は、戦前においては国家神道の強制によってその実現が妨げられた、信教の自由の無条件の保障にあったと考えられます。この経緯から、次のことが明らかになります。すなわち、そもそも政教分離は、多様な宗教の信仰を可能にするためのものであったということです。政教分離を多様性ないし多元性を確保するものと捉える私たちの見解は、政教分離のそもそもの意義に適合的です。

そうであるならば、今日政教分離を考えるに当たっては、消極的中立ではなく積極的中立が最大限考慮されなければなりません。消極的中立とは、公共サービスの利用者、本件の場合は生徒の意見の表明を一律に禁止することによって、公共サービスに生ずるトラブルを回避しようとするものです。これに対して積極的中立とは、あらゆる表現を平等に認めることによって中立性を確保しようとするものです。そのような積極的中立が、政教分離の重要な内容だと考えなければなりません。

以上のように考えると、少数者の信教の自由と政教分離は衝突しないことになります。

本件における校長Dの主張は、生徒の信教の自由を制限するものです。しかし、公教育の中立性からすると、少数者であるイスラーム教徒の信仰は多元性の確保として尊重されなければなりません。校長Dは、生徒A、B、Cに対して寛容であることが求められます。このため、彼女たちの信教の自由を裏打ちする公教育の中立性原則によって、校長の主張が正当化されることは、そもそもありえません。校長の処分に関しては、もっぱら生徒の信教の自由の制限として妥当であるか否かを問えばよいことになります。
③校長の処分が生徒の信教の自由を不当に侵害していることについて論証します。

宗教的行為の自由は、宗教的行為が他者の具体的な利益を侵害する場合にのみ、制約可能であると考えるべきです。ではどのような場合に、宗教的行為が他者の利益を侵害し、宗教的行為の自由の制約が許されるのかということですが、本件においては、次のように考えるべきです。すなわち、公立学校における生徒の宗教的標章の着用が禁止されるのは、それが(ⅰ)圧力、扇動、改宗勧誘または宣伝の行為を構成する場合、(ⅱ)生徒または教育共同体の他の構成員の尊厳と自由を侵害し、彼らの健康または安全を危うくする場合、(ⅲ)教員の教育活動及び教育的役割を妨げ、学校における秩序あるいは公共サービスの正常な運営を混乱させる場合です。

　本件におけるスカーフの着用がこれらの場合に当たるかを検討すると、単にスカーフを着用するだけでは、他の生徒らに圧力を加えたり扇動したりする効果はなく、改宗を説得したりする効果もありません。それゆえ他者の尊厳と自由を侵害することもありません。また、生徒がスカーフの着用許可を要求していることのみから、授業を無断欠席したり抗議デモを行うなど、学校の秩序を混乱させることも、想定することはできません。

　以上から、校長の処分は、生徒の宗教的行為の自由に対する必要な制約ではなく、必要不可欠な目的を有していません。

④校長の処分がその裁量権を逸脱していることについて論証します。

本件におけるような処分は、一般的には校長の合理的な教育的裁量に委ねられるべきものです。しかしその処分が、全く事実の基礎を欠くか、又は社会観念上著しく妥当を欠き、裁量権の範囲を超え、又は裁量権を濫用してされたと認められる場合には、違法であると判断されるべきです。

　先に検討したように、校長が処分を行わないことによって、教育秩序が維持できないとか、学校全体の運営に看過できない重大な支障を生ずるおそれがあるとは考えられません。一方で、女子生徒のスカーフ着用は聖典クルアーンの記述に従うものであり、その信仰の核心的部分と密接に関連しています。本件処分は、スカーフ着用という宗教的行為の自由を不当に制約します。

よって校長Dの処分は、考慮すべき事項を考慮しておらず、又は考慮された事実に対する評価が明白に合理性を欠き、その結果、社会通念上著しく妥当を欠く処分をしたものと評するほかはなく、本件処分は、裁量権の範囲を超える違法なものです。
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